
事業番号 - - -

（ ）

現状・課題
（5行程度以内）

(目) 研究拠点形成等業務庁費 0

翌年度へ繰越し（D) - - - -

107

▲ 0

-

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

大学等による以下の取組を支援する。【補助率：定額補助】
○社会人の学び直しを含め、実践的な産学共同教育の実施に不可欠な実務家教員を育成するためのプログラムを開発・実施する。また、この実務家教員養成プログラムを標準化
し、全国に展開する。（令和元年度～令和5年度）

実施方法 補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 280 250 202

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

280 250 202 108 -

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 280 250 202 108 -

- - -

補助額は予算の範囲内で調整

令和元年度
事業終了

（予定）年度
令和5年度 担当課室

- -

補正予算（B) - -

-

-

2023 文科 22 0141

文部科学省

政策 4　個性が輝く高等教育の振興

事業の目的
（5行程度以内）

実践的な教育を支える実務家教員を産学共同で育成・活用するシステムを構築し、実務家教員の質・量の充実を図る。

専門教育課
専門教育課長
梅原　弘史

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等

「経済財政運営と改革の基本方針2018」（平成30年6月15日閣
議決定）、「未来投資戦略2018-「Society 5.0」「データ駆動型社
会」への変革-」（平成30年6月25日閣議決定）、人づくり革命 基
本構想（平成30年6月13日人生100年時代構想会議とりまとめ）

事業名 持続的な産学共同人材育成システム構築事業 担当部局庁 高等教育局 作成責任者

事業開始年度

施策 4-1  大学などにおける教育研究の質の向上

政策体系・評価書URL

主要経費 教育振興助成費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.mext.go.jp/content/20211224-mxt_kanseisk02-000019646_4-
1.pdf

(目)

事業概要URL
https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/miraikachisouzou/index.htm

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 108

100%

0

執行率（％）
=(G)/(F)

100% 100% 100%

高等教育振興費

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
100%

主な増減理由（・要望額・予備費）

100%

令和6年度要求

(目)

(目)

1

　

　

　

(目)

0

-

研究拠点形成費等補助金

研究拠点形成費等委員等旅費

研究拠点形成等謝金

研究拠点形成等旅費

その他

-

人生１００年時代においては、誰もが生涯にわたって、意欲をもってスキルアップを続け、労働生産性を高めることは、我が国の発展のためには重要である。
大学においては、「職業実践力育成プログラム」や「履修証明プログラム」を拡充するなど、社会人等が学び直せる環境の整備に努めており、企業からは、従事者を大学に送り出す
に当たり、企業等の出身の講師などによる講義が期待されている。
このような企業からの期待に対し、大学においては、社会人対象の教育プログラムを提供する場合、実践的な教育を行える教員の確保や採用した実務家教員の質の確保が課題
となっており、その質の確保については、大学において、実務家教員を対象としたFDを実施している割合が５％弱となっているため、実務家教員の質・量の充実に関して、個々の大
学の対応を待つだけではなく、政策誘導的に実施することが重要である。

令和6年度要求

-

-

-



アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

-

-275 262

成果実績

94.8

目標値 ％ -

- -

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

224

開発した実務家教員養成プログラムを実際に実施し、受講生からフォローアップを踏まえた改良、改善がなされることにより、その質の向上に繋がる。

-

-％

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

150

-

85

5

質の高い実務家教員養成プログラムを開発し、その受講を通じて、質の高い実務家教員を養成する。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

大学等からの報告

令和2年度 令和3年度

-

5 年度

実務家教員の質・量の確保
実務家教員養成プログラム修
了者で実務家教員として活動
している人数

達成度

単位 令和2年度

-

目標最終年度

↓

活動内容①
（アクティビティ）

実務家教員養成プログラムの修了者の
輩出

実務家教員養成プログラム修
了者数

活動実績

年度

- -

定量的な成果指標 単位

人 300

目標年度
令和4年度

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 人

- -

274

活動目標 活動指標

145

達成度 ％

実務家教員養成プログラム修了者の実
務家教員としての活動の促進及び質の
確保

実務家教員養成プログラム受
講者の満足度

成果実績 ％ - -

-

開発した実務家教員養成プログラムの実施

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

大学等からの報告

成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

100

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

人 - - 59

目標値 人 - - -



活動内容②
（アクティビティ）

開発した実務家教員養成プログラムの実施

↓

活動目標及び活動実績
②

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

実務家教員養成プログラムの修了者の
輩出

実務家教員養成プログラム修
了者数

活動実績 人 150 300 224 - -

当初見込み 人 145 275 262 274 -

↓
成果目標②-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）
開発した実務家教員養成プログラムを実施し、修了者を輩出することにより、質の高い実務家教員候補者を確保する。

成果目標及び成果実績
②-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

5 年度

実務家教員養成プログラム修了者の実
務家教員としての活動の促進及び質の
確保

実務家教員養成プログラム修
了者で実務家教員として活動
している人数

成果実績 人 - - 59 -

目標値 人 - - - 100

達成度 ％ - - - -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

大学等からの報告

↓
成果目標②-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

（開発した実務家教員養成プログラムを修了した）実務家教員として活動する者を増やすことで、リカレント教育に必要な実践的な教育を支える実務家教員の質・
量を確保する。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

大学等からの報告

成果目標及び成果実績
②-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

5 年度

実務家教員の質・量の確保
実務家教員養成プログラム修
了者で実務家教員として活動
している人数

- - 59 -

目標値 人 - - 100

達成度 ％ - - - -

成果実績 人

アウトカム設定について
の説明

アクティビティ②について定性的なアウトカムを設定している理由

-

アクティビティ②についてアウトカムが複数設定できない理由

-



-

当初見込み 件 - - -

目標値 機関 - - - 100

活動内容③
（アクティビティ）

本事業や実務家教員の周知・普及

↓

活動目標及び活動実績
③

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

実務家教員フェアといった本事業や実
務家教員の周知・普及のためのイベン
ト等の開催

本事業や実務家教員の周知・
普及のためのイベント等の開
催件数

活動実績 件 4 4 5 -

- -

↓
成果目標③-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）
本事業や実務家教員の周知・普及のためのイベントの開催を通じて、その必要性や理解等を促し、本事業の成果物の大学等での活用を促す。

成果目標及び成果実績
③-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

5 年度

実務家教員養成プログラム等の他大学
等への普及

開発された実務家教員養成プ
ログラムやそのノウハウを活
用する大学等

成果実績 機関 - - 98 -

達成度 ％ - - - -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

大学等からの報告

↓
成果目標③-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

本事業の成果物の周知・普及により、実務家教員の育成や理解を促進する。

100

達成度 ％ - - - -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

大学等からの報告

アウトカム設定について
の説明

アクティビティ③について定性的なアウトカムを設定している理由

-

アクティビティ③についてアウトカムが複数設定できない理由

-

成果目標及び成果実績
③-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

5 年度

実務家教員の質・量の確保
実務家教員養成プログラム修
了者で実務家教員として活動
している人数

成果実績 人 - - 59 -

目標値 人 - - -



-

目標年度における効果測定に関する評価（令和6年度実施)

-
点検結果

実務家教員を育成する研修プログラムの実施に着手しており、令和3年度以降、取組実施
校において、プログラムの開講がされており、イベントの開催等、プログラムの普及に資する
取組も行われている。
また、令和４年度には外部有識者から構成される事業委員会による中間評価を実施したと
ころ、いずれの事業も「おおむね当初の計画に沿って進捗している」との評価を受けた。

-

-

成果指標の設定について留意しつつ、本事業により得られた成果については適切に活用すること。

外部有識者の所見

外部有識者による点検対象外

0132

2021 文科

上記への対応状況

指摘を踏まえ、積算単価や事業内容（マッチング支援サイト）の見直しの検討を行うとともに、アウトカム指標の見直しを行った。その結果、令和５年度概算要求の
うち▲５百万円反映した。

上記への対応状況

－

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0128

（令和４年度　公開プロセス）
事業全体の抜本的改善
・マッチング支援サイトの在り方について抜本的な見直しが必要。
・後継事業を行うかどうかの検討が必要。
・高等教育全般といった幅広いターゲットとするのではなく、社会の求める特定の領域に絞り込んだ取組も必要。
・企業と大学を行ったり来たりする人材の仕組みは重要であり、その視点での見直し、検討が必要。
・持続可能性を担保するには、中核拠点に丸投げとならないように、財政面だけでなく事業の有効性の観点からロードマップと指標の設定を検討することが必要。

－

令和2年度 文部科学省 0127

0132

令和4年度 2022 文科 21

事業の実施に当たっては、中間評価の結果等の実施状況を踏まえつつ、必要に応じて改善を図ることとする。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度

平成29年度

令和3年度

平成27年度

文部科学省

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度

平成25年度

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

当初計画に基づき、令和5年度をもって予定通り終了する。本事業により得られた成果については今後適切に活用する。

終了予定

予定通り終了

平成30年度 新30-0007

平成23年度

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

平成26年度

備考

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

-



※令和４年度実績を記入。なお、金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しない場合がある。

連携３大学への分配金

　費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

物品費 設備備品費、消耗品費

39 その他 外注費、印刷製本費、会議費、諸経費

間接経費 光熱水費 5

旅費 2

旅費 旅費 5 間接経費

資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

分配金 7 旅費

計 101 計 15

光熱水費 1

1

4

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費、謝金 人件費、謝金 44 人件費、謝金 人件費、謝金 8

その他 外注費、印刷製本費、会議費、諸経費

文部科学省
202百万円

高い専門性と俯瞰的知識を身に付けた、より実践的な人材を育成する取組を支援することを目的とする。
また、実践的な教育を支える実務家教員を産学共同で育成・活用するシステムを構築し、アカデミアと社会を
自由に行き来できる学びと社会生活の好循環を醸成することを目指す。

A．大学等

(5拠点4校)

299百万円

（補助金交付額：202百万円、

大学等自己負担額：98百万

円）

実践的な産学共同教育の実施に不可
欠な実務家教員を育成するためのプ
ログラムを開発・実施する。また、この
研修プログラムを標準化し、全国に展
開する。

【補助金等交付】

【分配金】

B．大学等

(13校)

7.6百万円/1校

拠点機関とともに実務家教員

育成プログラムの開発・実施・

展開を推進。



支出先上位１０者リスト

A.

B

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック

-

14 学校法人先端教育機構 3010405009995
持続的な産学共同人材育成システム
構築事業（中核拠点）（分配金）

1 その他 - - -

- -

13 高知県公立大学法人 9490005001969
持続的な産学共同人材育成システム
構築事業（中核拠点）（分配金）

2 その他 - -

- - -

12 学校法人武蔵野大学 4010605002551
持続的な産学共同人材育成システム
構築事業（中核拠点）（分配金）

3 その他 -

11 学校法人日本女子大学 6010005002381
持続的な産学共同人材育成システム
構築事業（中核拠点）（分配金）

3 その他

-

10 岐阜市 6000020212016
持続的な産学共同人材育成システム
構築事業（中核拠点）（分配金）

4 その他 - - -

- -

9
独立行政法人国立高等専門
学校機構

8010105000820
持続的な産学共同人材育成システム
構築事業（中核拠点）（分配金）

5 その他 - -

- - -

8
独立行政法人国立高等専門
学校機構

8010105000820
持続的な産学共同人材育成システム
構築事業（中核拠点）（分配金）

6 その他 -

7
独立行政法人国立高等専門
学校機構

8010105000820
持続的な産学共同人材育成システム
構築事業（中核拠点）（分配金）

7 その他

-

6 学校法人立教学院 1013305000423
持続的な産学共同人材育成システム
構築事業（中核拠点）（分配金）

7 その他 - - -

- -

5 学校法人梅村学園 9180005002148
持続的な産学共同人材育成システム
構築事業（中核拠点）（分配金）

9 その他 - -

- - -

4
独立行政法人国立高等専門
学校機構

8010105000820
持続的な産学共同人材育成システム
構築事業（中核拠点）（分配金）

9 その他 -

3 国立大学法人熊本大学 2330005002106
持続的な産学共同人材育成システム
構築事業（運営拠点）（分配金）

12 その他

-

2 公立大学法人大阪 5120005020803
持続的な産学共同人材育成システム
構築事業（中核拠点）（分配金）

15 その他 - - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 国立大学法人熊本大学 2330005002106
持続的な産学共同人材育成システム
構築事業（中核拠点）（分配金）

15 その他 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

-

5 国立大学法人東北大学 7370005002147
持続的な産学共同人材育成シス
テム構築事業（運営拠点）

38 補助金等交付 - - -

- -

4
公立大学法人名古屋市立大
学

8180005006604
持続的な産学共同人材育成シス
テム構築事業（中核拠点）

42 補助金等交付 - -

- - -

3
独立行政法人国立高等専門
学校機構

8010105000820
持続的な産学共同人材育成シス
テム構築事業（中核拠点）

56 補助金等交付 -

2 国立大学法人東北大学 7370005002147
持続的な産学共同人材育成シス
テム構築事業（中核拠点）

61 補助金等交付

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 学校法人先端教育機構 3010405009995
持続的な産学共同人材育成シス
テム構築事業（中核拠点）

101 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率
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